
平成27年３月期 第１四半期決算短信〔日本基準〕(連結)
平成26年７月31日

上 場 会 社 名 株式会社ベネッセホールディングス 上場取引所 東

コ ー ド 番 号 9783 URL http://www.benesse-hd.co.jp/

代 表 者 (役職名)代表取締役会長兼社長 (氏名)原田 泳幸

問合せ先責任者 (役職名)代表取締役副社長兼CFO (氏名)福原 賢一 (TEL)03-5320-3505

四半期報告書提出予定日 平成26年８月14日 配当支払開始予定日 ―
四半期決算補足説明資料作成の有無 ： 有

四半期決算説明会開催の有無 ： 無

　

(百万円未満切捨て)
１．平成27年３月期第１四半期の連結業績（平成26年４月１日～平成26年６月30日）

(1) 連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)
　

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

27年３月期第１四半期 115,519 2.2 4,982 △12.4 4,719 △18.4 △13,637 ―

26年３月期第１四半期 113,015 1.2 5,689 △31.9 5,782 △29.6 2,634 △48.2
(注) 包括利益 27年３月期第１四半期 △14,407 百万円 ( ― ％) 26年３月期第１四半期 3,865 百万円 ( △29.2％)
　

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

27年３月期第１四半期 △141.77 ―

26年３月期第１四半期 27.17 ―
　

(2) 連結財政状態
　

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

27年３月期第１四半期 475,599 195,936 40.0

26年３月期 487,594 215,109 42.9

(参考) 自己資本 27年３月期第１四半期 190,400 百万円 　26年３月期 209,077 百万円
　

２．配当の状況
　

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

26年３月期 ― 47.50 ― 47.50 95.00

27年３月期 ―

27年３月期(予想) 47.50 ― 47.50 95.00
(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

　

３．平成27年３月期の連結業績予想（平成26年４月１日～平成27年３月31日）

平成26年７月９日付の「お客様情報の漏えいについてお詫びとご説明」でお知らせしましたとおり、連結子会社であ

る㈱ベネッセコーポレーションにおいてお客様情報の外部漏えいがありました。

　現時点では、捜査当局に全面的に協力するとともに、個人情報漏えい事故調査委員会による事実関係の調査中であり、

同社の新規の営業活動を停止しております。従って、このような状況下では、事業への影響を合理的に見積ることは困

難であるため、当期の業績予想については未定としております。今後、業績予想の開示が可能となった時点で、速やか

に開示いたします。
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※ 注記事項

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 無

　 (連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示
　

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

(4) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 27年３月期１Ｑ 102,453,453株 26年３月期 102,453,453株

② 期末自己株式数 27年３月期１Ｑ 6,263,723株 26年３月期 6,263,383株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 27年３月期１Ｑ 96,189,923株 26年３月期１Ｑ 96,949,990株

　

※ 四半期レビュー手続の実施状況に関する表示

この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開

示時点において、四半期連結財務諸表に対する四半期レビュー手続が実施中です。

　

　

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると

判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業

績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあた

っての注意事項等については、添付資料６ページ「１．当四半期決算に関する定性的情報(3)連結業績予想などの将

来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

(1)経営成績に関する説明

①業績全般に関する分析

当第１四半期連結累計期間の当社グループの連結業績は、対前年同期比増収減益となりました。

　連結売上高は、1,155億１千９百万円と、対前年同期比2.2％の増収となりました。

　増収の主な要因は、国内教育事業領域において、主力の通信教育講座「進研ゼミ」「こどもちゃれんじ」の延べ

在籍数が減少したことに伴う減収があったものの、学校向け教育事業が好調に推移し売上を伸ばしたこと、語

学・グローバル人材教育事業領域において、円安による為替換算時のプラス影響があったこと、シニア・介護事

業領域において、高齢者向け生活ホーム数を拡大し入居者数が増加したこと等です。

　連結営業利益は、国内教育事業領域における「進研ゼミ」「こどもちゃれんじ」の減収に伴う減益や、「進研ゼ

ミ」の小学講座から高校講座のうち９学年でタブレット教材を導入したことによる費用の増加等により、49億８

千２百万円と、対前年同期比12.4％の減益となりました。

　連結経常利益は、47億１千９百万円と、対前年同期比18.4％の減益となりました。

　連結四半期純利益は、経常利益の減益に加え、お客様情報漏えいに伴い情報セキュリティ対策費が特別損失と

して260億円発生したこと等により、136億３千７百万円の純損失となりました。

②セグメントの業績の状況

[国内教育事業領域]

国内教育事業領域の連結売上高は、616億８千９百万円と、対前年同期比2.6％の減収となりました。

　減収の主な要因は、主力の通信教育講座「進研ゼミ」「こどもちゃれんじ」の延べ在籍数が減少したことです。

一方、学校向け教育事業は高校生を対象とした学習・進路指導教材を中心に好調に推移し、国内英語事業、学習

塾事業も売上を伸ばしました。

　営業利益は、学校向け教育事業の増収に伴う増益があったものの、「進研ゼミ」の小学講座から高校講座のうち

９学年でタブレット教材を導入したことによる費用の増加や、減収に伴う減益等により、45億１千４百万円と、

対前年同期比27.4％の減益となりました。

[海外教育事業領域]

海外教育事業領域の連結売上高は、46億９千２百万円と、対前年同期比11.3％の増収となりました。

　増収の主な要因は、中国で通信教育講座の延べ在籍数が増加したこと、および円安による為替換算時のプラス

影響です。

　営業利益は、増収に伴う増益により、４億３千７百万円と、前年同期の２億８千２百万円の営業損失から黒字

転換しました。

[生活事業領域]

生活事業領域の連結売上高は、46億５千７百万円と、対前年同期比14.7％の減収となりました。

　減収の主な要因は、㈱ベネッセアンファミーユによる食材宅配事業の収束、及び雑誌事業、通信販売事業の減

収です。

　営業利益は、減収に伴う減益があったものの、コスト削減等により、２億８千２百万円と、対前年同期比78.0

％の増益となりました。
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[シニア・介護事業領域]

シニア・介護事業領域の連結売上高は、206億３千９百万円と、対前年同期比9.1％の増収となりました。

　増収の主な要因は、高齢者向け生活ホーム数を前年同期比17ホーム拡大し、入居者数が順調に増加したことで

す。

　営業利益は、増収に伴う増益等があったものの、新規事業の立ち上げ費用の発生により、５億３千８百万円と、

対前年同期比12.4％の減益となりました。

　なお、平成26年４月に㈱ベネッセパレットが在宅高齢者向け配食サービスを、平成26年６月に㈱ベネッセシニ

アサポートが「ベネッセの介護相談室」の運営を開始しました。

[語学・グローバル人材教育事業領域]

語学・グローバル人材教育事業領域の連結売上高は、176億９千３百万円と、対前年同期比12.1％の増収となり

ました。

　増収の主な要因は、円安による為替換算時のプラス影響及びELS事業（留学支援事業）の増収等があったことで

す。

　営業利益は、費用の削減等により、２億５千万円と、前年同期の２億４千６百万円の営業損失から黒字転換し

ました。

[その他]

その他の連結売上高は、㈱TMJの増収等により、142億５千２百万円と対前年同期比15.6％の増収となりました。

　営業利益は、㈱TMJの費用の増加等により、２億７千１百万円と、対前年同期比5.0％の減益となりました。

(注)１. 上記「②セグメントの業績の状況」に記載している売上高は、「セグメント間の内部売上高又は振替高」を

含んだ金額を記載しております。

２．消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）に係る会計処理は、税抜方式によっているため、「経営

成績に関する説明」に記載した金額には消費税等は含まれておりません。

３．Berlitz Corporationは、日本における子会社であるベルリッツ・ジャパン㈱をはじめ世界各国に子会社を

通じて語学教育事業等を展開しておりますが、全ての子会社はBerlitz Corporationに連結されており、

Berlitz Corporation グループを１社としております。

４. 当第１四半期連結累計期間から、平成26年４月１日の組織変更に伴い、報告セグメントの区分方法を変更し

ております。詳細につきましては「３．四半期連結財務諸表 (4)四半期連結財務諸表に関する注記事項（セ

グメント情報等）」をご参照ください。

なお、前年同期との比較については、前年同期の数値を変更後の区分方法に基づき作成した数値で比較し

ております。
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（販売実績）

セグメントの名称

販売高 (百万円)

前年同期比

(％)

前連結会計年度

(４月～３月累計)

(百万円)

前第１四半期

連結累計期間

(４月～６月累計)

当第１四半期

連結累計期間

(４月～６月累計)

国内教育事業領域

　高校講座事業 7,452 6,775 90.9 25,773

　中学講座事業 11,689 11,088 94.9 42,434

　小学講座事業 19,229 18,338 95.4 72,005

　こどもちゃれんじ事業 5,510 5,576 101.2 23,090

　学校向け教育事業 9,920 10,471 105.5 44,205

　その他 9,421 9,359 99.3 45,989

小計 63,224 61,609 97.4 253,499

海外教育事業領域 4,217 4,692 111.3 17,818

生活事業領域 5,463 4,657 85.3 20,938

シニア・介護事業領域 18,899 20,625 109.1 79,598

語学・グローバル人材教育事業領域 15,742 17,648 112.1 70,830

その他 5,467 6,284 114.9 23,713

合計 113,015 115,519 102.2 466,399

(注) １．当第１四半期連結累計期間から、平成26年４月１日の組織変更に伴い、報告セグメントの区分方法を変更し

ております。詳細につきましては「３．四半期連結財務諸表 (4)四半期連結財務諸表に関する注記事項（セ

グメント情報等）」をご参照ください。

なお、前第１四半期連結累計期間、及び前連結会計年度の販売実績については、変更後の区分方法により作

成しております。

２．「セグメント間の内部売上高又は振替高」は含んでおりません。

（国内教育事業領域における進研ゼミ事業の概要）

進研ゼミは、幼児から大学受験者までを対象とした通信教育講座であり、通信添削を中心として毎月継続的に行

う家庭学習システムであります。各講座の延べ在籍数は次のとおりであります。

講座

延べ在籍数 (千人)

前年同期比

(％)

前連結会計年度

(４月～３月累計)

(千人)

前第１四半期

連結累計期間

(４月～６月累計)

当第１四半期

連結累計期間

(４月～６月累計)

高校講座 890 814 91.5 3,052

中学講座 2,088 1,971 94.4 7,583

小学講座 5,109 4,838 94.7 18,973

こどもちゃれんじ 3,089 3,024 97.9 13,067

合計 11,177 10,649 95.3 42,677

（シニア・介護事業領域における高齢者向け生活ホーム数）

シリーズ

高齢者向け生活ホーム数 (ヵ所)

増減数

(ヵ所)

前連結会計年度

(３月末日)

(ヵ所)

前第１四半期

連結会計期間

(６月末日)

当第１四半期

連結会計期間

(６月末日)

アリア 18 20 2 20

くらら 40 40 － 40

グラニー＆グランダ 92 100 8 99

まどか 49 50 1 49

ボンセジュール 34 37 3 37

ここち 7 10 3 8

合計 240 257 17 253
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（語学・グローバル人材教育事業領域におけるBer1itz Corporationの語学レッスン数）

地域

語学レッスン数 (千レッスン)

前年同期比

(％)

前連結会計年度

(１月～12月累計)

(千レッスン)

前第１四半期

連結累計期間

(１月～３月累計)

当第１四半期

連結累計期間

(１月～３月累計)

アメリカズ 443 428 96.6 1,921

ヨーロッパ （注２） 765 754 98.5 3,093

アジア 417 402 96.4 1,723

合計 1,626 1,585 97.4 6,737

(注) １．語学レッスン数は、直営センターにおける数値を示しております。

２．平成23年８月にBerlitz Corporationの子会社となったTelelangue SAにおいて、顧客との契約期間終了時に

未受講分を一括して語学レッスン数に含めておりましたが、同社の語学レッスン数を集計する管理基盤が整

ったことから、当第１四半期連結累計期間、前連結会計年度、及び前第１四半期連結累計期間における契約

期間終了時の未受講レッスン数を上記ヨーロッパ、及び合計の語学レッスン数から除いて表示しておりま

す。

なお、当第１四半期連結累計期間、前連結会計年度及び前第１四半期連結累計期間から除いた同社の語学レ

ッスン数は、それぞれ11千レッスン、100千レッスン、及び20千レッスンであります。

３．（参考情報）

Berlitz Corporationの決算日は12月末日のため、上記の第１四半期連結累計期間の語学レッスン数は、１

月から３月における語学レッスン数となっております。そのため、参考情報として１月から６月における

Berlitz Corporationの語学レッスン数を次のとおり開示いたします。（平成26年１月から６月の語学レッス

ン数は速報値であるため、変動する可能性があります。）

地域

語学レッスン数 (千レッスン)
前年同期比

(％)平成25年１月～６月

累計

平成26年１月～６月

累計（速報値）

アメリカズ 963 907 94.1

ヨーロッパ 1,582 1,514 95.7

アジア 857 834 97.4

合計 3,403 3,256 95.7

　 なお、平成26年１月～６月累計（速報値）、平成25年１月～６月累計から除いたTelelangue SAの語学レッス

ン数は、それぞれ21千レッスン、及び32千レッスンであります。
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(2)財政状態に関する説明

(資産)

当第１四半期連結会計期間の総資産は、4,755億９千９百万円と、前連結会計年度に比べ2.5％、119億９千４百万

円減少しました。

流動資産は、2,478億５千２百万円と、前連結会計年度に比べ5.7％、149億２千６百万円減少しました。この減少

は、主に未収入金の減少によるものです。

有形固定資産は、1,098億４千２百万円と、前連結会計年度に比べ2.2％、24億２百万円増加しました。

無形固定資産は、581億７千２百万円と、前連結会計年度に比べ0.2％、１億４千万円増加しました。

投資その他の資産は、597億３千１百万円と、前連結会計年度に比べ0.7％、３億８千８百万円増加しました。

(負債)

当第１四半期連結会計期間の総負債は、2,796億６千２百万円と、前連結会計年度に比べ2.6％、71億７千８百万

円増加しました。

流動負債は、1,797億２千２百万円と、前連結会計年度に比べ3.9％、67億７千９百万円増加しました。この増加

は、主に情報セキュリティ対策引当金の計上によるものです。

固定負債は、999億４千万円と、前連結会計年度に比べ0.4％、３億９千８百万円増加しました。この増加は、主

にリース債務及び受入入居保証金の増加によるものです。

(純資産)

当第１四半期連結会計期間の純資産は、1,959億３千６百万円と、前連結会計年度に比べ8.9％、191億７千３百万

円減少しました。この減少は、四半期純損失の計上、及び剰余金の配当があったこと等によるものです。

(3)連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

平成26年７月９日付の「お客様情報の漏えいについてお詫びとご説明」でお知らせしましたとおり、連結子会社

である㈱ベネッセコーポレーションにおいてお客様情報の外部漏えいがありました。

　現時点では、捜査当局に全面的に協力するとともに、個人情報漏えい事故調査委員会による事実関係の調査中で

あり、同社の新規の営業活動を停止しております。従って、このような状況下では、事業への影響を合理的に見積

ることは困難であるため、当期の業績予想については未定としております。今後、業績予想の開示が可能となった

時点で、速やかに開示いたします。
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２．サマリー情報(注記事項)に関する事項

(1)四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

税金費用の計算

　当社及び国内連結子会社は、税金費用について、当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

(2)会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

　（会計方針の変更）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて当第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職

給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を平均

残存勤務期間に対応する単一年数の債券利回りを基礎として決定する方法から、退職給付の支払見込期間及び

支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更いたしました。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第１

四半期連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金

に加減しております。また、従来、連結損益計算書上、販売費及び一般管理費の退職給付引当金繰入額（前第

１四半期連結累計期間357百万円）と表示しておりました費用につきましては、当第１四半期連結累計期間より

退職給付費用（当第１四半期連結累計期間523百万円）と表示しており、連結包括利益計算書上、在外連結子会

社Berlitz Corporationの在外連結子会社年金債務調整額（前第１四半期連結累計期間△47百万円、当第１四半

期連結累計期間11百万円）を独立掲記しておりましたが、当第１四半期連結累計期間より退職給付に係る調整

額に含めて表示しております。

　この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の退職給付に係る資産として「投資その他の資産」の「その他」

が260百万円、退職給付に係る負債が141百万円、利益剰余金が85百万円、それぞれ増加しております。また、

当第１四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益はそれぞれ４百万円増加し、税金等調整前四半期純損失は

同額減少しております。

(3)事業等のリスク

当第１四半期連結累計期間において、平成26年３月期決算短信〔日本基準〕(連結)に記載した「事業等のリ

スク」について、重要な変更があった事項は次のとおりです。

なお、本項においては、将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は本資料の発表日現在において

判断したものであります。

情報セキュリティ・情報システムのトラブル

当社グループでは、商品・サービスの提供や営業活動に必要となる顧客及び潜在顧客の氏名・性別・生年月

日・住所・電話番号等の個人情報、その他業務上に必要となる各種情報について情報システム上で管理を行っ

ております。

　また、専用タブレット端末等のデジタルデバイスを利用した教育サービス、インターネットを利用した語学

教室サービス等を提供しております。

　これらの情報システムの管理にあたっては、セキュリティ対策に力を入れ、外部からの不正アクセス等によ

る漏えいの防止を図り、また、情報のバックアップや適切なサーバの管理等による情報システムの安定稼働の

確保に必要な措置を講じておりましたが、当社グループにおいて個人情報の大規模な漏えい事故が発覚しまし

た。現在、原因究明、再発防止および改善に向けて「個人情報漏えい事故調査委員会」を立ち上げる等、当社

グループをあげて再発防止に取り組んでおります。

今後、原因究明により新たな事実や改善策などが発生するなどして、想定を上回る費用が発生した場合には、

当社グループの業績及び財務状況に影響を与える可能性があります。また、個人情報の漏えいにより、顧客へ

不信感や不安感を与えることで信用やブランド価値が毀損され、当社グループの業績及び財務状況に影響を与
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える可能性があります。

(4)対処すべき課題

　平成26年７月９日に公表いたしました、当社連結子会社㈱ベネッセコーポレーションが提供する通信教育サ

ービス等のお客様に関する情報が外部に漏えいした件につきまして、お客様をはじめステークホルダーの皆様

に、多大なご心配・ご迷惑をおかけしておりますことを、深くお詫び申しあげます。

　本件につきましては、㈱ベネッセコーポレーションのシステム開発・運用を行っている当社連結子会社㈱シ

ンフォームの業務委託先の元社員（不正競争防止法違反の容疑で逮捕）が、お客様情報が保管された特定のデ

ータベースにアクセスし、お客様情報を不正に社外に持ち出したうえで、名簿事業者に売却していたことが発

覚しました。

　当社は、事態の発生以降、警察の捜査に全面的に協力すると共に、全社を挙げて原因究明、流出情報の拡散

防止に努めてまいりました。７月15日には、原田代表取締役会長兼社長の諮問機関として、外部の弁護士や情

報セキュリティの専門家等による「個人情報漏えい事故調査委員会」を設置しました。同委員会でさらなる調

査を進めたうえで、再発防止に全力で取り組んでまいります。

　また、お客様への支援を行う専門組織「お客さま本部（仮称）」を設置し、お客様情報が不正に入手されたと

の情報を得た際には、当社が取りうる範囲で入手ルートを解明し、不正に取得した名簿の利用停止や第三者機

関への提出を呼びかける等の活動も行ってまいります。

　さらに、今回個人情報が漏えいしたお客様へのお詫び対応として、200億円の原資を準備いたします。

　一日も早い信頼回復に向け、グループ一丸となって、内部管理体制の一層の強化や再発防止、信頼できる情

報セキュリティの確立に取り組んでまいります。

(5)追加情報

(重要な引当金の計上基準)

情報セキュリティ対策引当金

　連結子会社㈱ベネッセコーポレーションのお客様情報が漏えいしたことに伴い、お客様へのお詫び、お客様

へのお詫び文書の発送費用及びお客様からのお問い合わせ対応費用、並びに個人情報漏えいに対する調査・情

報セキュリティ対策等の支出に備えるため、その費用負担額として見込まれる金額を計上しております。

決算短信 （宝印刷）  2014年07月30日 16時56分 10ページ （Tess 1.40 20131220_01）

㈱ベネッセホールディングス(9783) 平成27年３月期 第１四半期決算短信



－ 9 －

３．四半期連結財務諸表

(1)四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成26年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 79,726 83,227

受取手形及び売掛金 31,266 30,187

有価証券 51,279 66,489

商品及び製品 31,750 25,853

仕掛品 4,611 5,008

原材料及び貯蔵品 1,643 1,264

その他 64,251 37,542

貸倒引当金 △1,750 △1,719

流動資産合計 262,779 247,852

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 31,527 31,028

土地 38,319 38,190

その他（純額） 37,592 40,624

有形固定資産合計 107,440 109,842

無形固定資産

のれん 19,325 18,548

その他 38,706 39,624

無形固定資産合計 58,031 58,172

投資その他の資産

投資有価証券 18,040 18,027

その他 41,363 41,768

貸倒引当金 △60 △64

投資その他の資産合計 59,343 59,731

固定資産合計 224,815 227,746

資産合計 487,594 475,599
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成26年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 18,037 12,549

短期借入金 - 100

1年内返済予定の長期借入金 6,250 11,250

未払法人税等 6,278 433

前受金 93,468 92,289

添削料引当金 628 769

賞与引当金 6,841 3,004

返品調整引当金 343 332

情報セキュリティ対策引当金 - 24,894

その他 41,093 34,098

流動負債合計 172,943 179,722

固定負債

長期借入金 25,000 20,000

役員退職慰労引当金 165 129

退職給付に係る負債 6,708 6,885

その他 67,667 72,926

固定負債合計 99,541 99,940

負債合計 272,484 279,662

純資産の部

株主資本

資本金 13,600 13,600

資本剰余金 29,358 29,358

利益剰余金 193,679 175,558

自己株式 △21,730 △21,731

株主資本合計 214,907 196,785

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,712 1,389

為替換算調整勘定 △5,456 △5,817

退職給付に係る調整累計額 △2,086 △1,956

その他の包括利益累計額合計 △5,830 △6,384

新株予約権 141 -

少数株主持分 5,891 5,535

純資産合計 215,109 195,936

負債純資産合計 487,594 475,599
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(2)四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

売上高 113,015 115,519

売上原価 63,945 66,875

売上総利益 49,069 48,643

返品調整引当金戻入額 362 343

返品調整引当金繰入額 362 332

差引売上総利益 49,070 48,654

販売費及び一般管理費

ダイレクトメール費 5,534 4,687

広告宣伝費 2,856 2,990

給料及び手当 8,754 9,070

賞与引当金繰入額 1,264 1,255

退職給付費用 - 523

退職給付引当金繰入額 357 -

役員退職慰労引当金繰入額 19 10

貸倒引当金繰入額 246 247

その他 24,346 24,886

販売費及び一般管理費合計 43,380 43,671

営業利益 5,689 4,982

営業外収益

受取利息 98 97

固定資産賃貸料 120 128

投資有価証券売却益 185 -

投資事業組合運用益 332 73

デリバティブ運用収益 - 38

その他 129 143

営業外収益合計 866 481

営業外費用

支払利息 307 480

固定資産賃貸費用 57 54

為替差損 22 61

デリバティブ運用損失 284 -

その他 101 147

営業外費用合計 774 744

経常利益 5,782 4,719
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(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

特別利益

固定資産売却益 - 114

国庫補助金 2 -

新株予約権戻入益 317 141

特別利益合計 320 255

特別損失

固定資産売却損 - 4

固定資産圧縮損 2 -

投資有価証券評価損 - 3

情報セキュリティ対策費 - ※１ 26,000

会員権解約損 6 -

特別損失合計 8 26,007

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前
四半期純損失（△）

6,093 △21,032

法人税等 3,630 △7,177

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株
主損益調整前四半期純損失（△）

2,463 △13,854

少数株主損失（△） △170 △217

四半期純利益又は四半期純損失（△） 2,634 △13,637
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四半期連結包括利益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株
主損益調整前四半期純損失（△）

2,463 △13,854

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 574 △322

為替換算調整勘定 870 △360

在外連結子会社年金債務調整額 △47 -

退職給付に係る調整額 - 130

持分法適用会社に対する持分相当額 3 △0

その他の包括利益合計 1,401 △553

四半期包括利益 3,865 △14,407

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 4,031 △14,191

少数株主に係る四半期包括利益 △166 △216
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(3)四半期連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整
前四半期純損失（△）

6,093 △21,032

減価償却費 4,279 4,884

引当金の増減額（△は減少） △3,696 20,840

その他の損益（△は益） △529 393

売上債権の増減額（△は増加） 734 886

たな卸資産の増減額（△は増加） 6,108 5,839

未収入金の増減額（△は増加） 32,211 33,531

仕入債務の増減額（△は減少） △3,261 △5,410

未払金の増減額（△は減少） △5,853 △6,794

前受金の増減額（△は減少） △1,336 △841

その他の資産・負債の増減額 4,076 5,484

小計 38,826 37,780

利息及び配当金の受取額 138 127

利息の支払額 △308 △481

法人税等の支払額 △10,323 △6,100

営業活動によるキャッシュ・フロー 28,333 31,326

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △23,526 △23,405

有価証券の売却による収入 22,503 23,231

有形固定資産の取得による支出 △2,011 △1,233

ソフトウエアの取得による支出 △3,276 △5,334

投資有価証券の取得による支出 △1,189 △1,619

投資有価証券の売却による収入 541 39

定期預金の純増減額（△は増加） △1,267 △320

その他 △602 △821

投資活動によるキャッシュ・フロー △8,827 △9,465

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 100 100

配当金の支払額 △4,469 △4,467

自己株式の取得による支出 △3,720 △1

リース債務の返済による支出 △345 △409

その他 111 △93

財務活動によるキャッシュ・フロー △8,323 △4,872

現金及び現金同等物に係る換算差額 835 △407

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 12,017 16,580

現金及び現金同等物の期首残高 97,802 93,835

現金及び現金同等物の四半期末残高 109,820 110,416
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(4)四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。

（四半期連結損益計算書関係）

　※１ 情報セキュリティ対策費

連結子会社㈱ベネッセコーポレーションのお客様情報が漏えいしたことに伴い、お客様へのお詫び、お客様

へのお詫び文書の発送費用及びお客様からのお問い合わせ対応費用、並びに個人情報漏えいに対する調査・情

報セキュリティ対策等に係る費用26,000百万円（情報セキュリティ対策引当金繰入額24,894百万円、ダイレク

トメール廃棄損等1,105百万円）を計上しております。なお、これらの費用については、新たな事実の判明や追

加対応の発生等により今後変動する可能性があるものの、合理的な見積りを行っております。

情報セキュリティ対策費の内訳は次のとおりであります。

内容 金額（百万円）

お客様へのお詫び 20,000

お客様へのお詫び文書の発送費用、及びお客様からのお問
い合わせ対応費用、並びに個人情報漏えいに対する調査・
情報セキュリティ対策等に係る費用

6,000

計 26,000

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　該当事項はありません。

（セグメント情報等）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

報告セグメント

その他

（注１）
合計

調整額

（注２）

四半期連結

損益計算書

計上額

（注３）

国内教育

事業領域

海外教育

事業領域

生活

事業領域

シニア・

介護

事業領域

語学・グ

ローバル

人材教育

事業領域

計

売上高

外部顧客への売上高 63,224 4,217 5,463 18,899 15,742 107,547 5,467 113,015 ― 113,015

セグメント間の

内部売上高又は振替高
110 0 ― 11 34 157 6,857 7,014 △7,014 ―

計 63,335 4,217 5,463 18,911 15,777 107,705 12,325 120,030 △7,014 113,015

セグメント利益

又は損失（△）
6,214 △282 158 614 △246 6,458 285 6,744 △1,054 5,689

　(注)１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、テレマーケティング事業、コンピ

ュータ情報処理サービス事業及びシステム開発販売事業等を含んでおります。

　 ２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△1,054百万円には、セグメント間取引消去224百万円、各報告セグ

メントには配分していない全社費用△1,279百万円が含まれております。なお、全社費用は、報告セグメント

に帰属しない持株会社に係る費用等であります。

　 ３. セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

報告セグメント

その他

（注１）
合計

調整額

（注２）

四半期連結

損益計算書

計上額

（注３）

国内教育

事業領域

海外教育

事業領域

生活

事業領域

シニア・

介護

事業領域

語学・グ

ローバル

人材教育

事業領域

計

売上高

外部顧客への売上高 61,609 4,692 4,657 20,625 17,648 109,234 6,284 115,519 ― 115,519

セグメント間の

内部売上高又は振替高
79 ― ― 13 44 137 7,968 8,105 △8,105 ―

計 61,689 4,692 4,657 20,639 17,693 109,372 14,252 123,624 △8,105 115,519

セグメント利益 4,514 437 282 538 250 6,024 271 6,295 △1,313 4,982

　(注)１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、テレマーケティング事業、コンピ

ュータ情報処理サービス事業及びシステム開発販売事業等を含んでおります。

　 ２. セグメント利益の調整額△1,313百万円には、セグメント間取引消去17百万円、各報告セグメントには配分し

ていない全社費用△1,330百万円が含まれております。なお、全社費用は、報告セグメントに帰属しない持株

会社に係る費用等であります。

　 ３. セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

３．報告セグメントの変更等に関する事項

当第１四半期連結累計期間から、平成26年４月１日の組織変更に伴い、連結子会社㈱ベネッセコーポレーショ

ンの「すっく事業部」及び連結子会社㈱ベネッセ音楽出版を従来の「生活事業領域」セグメントから「国内教育

事業領域」セグメントに、連結子会社㈱ベネッセコーポレーションから持株会社である当社に移管された「教育

研究部」及び「EdTech Lab」を従来の「国内教育事業領域」セグメントから全社費用としての「調整額」に、

「海外事業推進室」を従来の「海外教育事業領域」セグメントから全社費用としての「調整額」に、それぞれ変

更しております。

　なお、前第１四半期連結累計期間のセグメント情報については、変更後の区分方法により作成しております。

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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４．その他

(1)役員の異動

①代表者の異動（平成26年７月31日付）

退任取締役

代表取締役副会長 福島 保（辞任による退任）

②その他役員の異動（平成26年７月31日付）

退任取締役

取締役兼CIO 明田 英治（辞任による退任）
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